
三田市市税条例新旧対照表 

現行 改正案 

第 1条～第 53 条の 12 省略 第 1条～第 53 条の 12 省略  

第 2 節 固定資産税 第 2節 固定資産税 

(固定資産税の納税義務者等) (固定資産税の納税義務者等) 

第 54 条 省略 第 54 条 省略 

2～5 省略  2～5 省略  

6 公有水面埋立法(大正 10 年法律第 57 号)第 23 条第 1 項の規定によつて使用
する埋立地若しくは干拓地(以下この項において「埋立地等」という。)又は
国が埋立て若しくは干拓によつて造成する埋立地等(同法第 42 条第 2 項の規
定による竣工通知前の埋立地等に限る。以下この項において同じ。)で工作物
を設置し、その他土地を使用する場合と同様の状態で使用されているもの(埋
立て又は干拓に関する工事に関して使用されているものを除く。)について
は、これらの埋立地等をもつて土地とみなし、これらの埋立地等のうち、都
道府県、市町村、特別区、これらの組合、財産区、地方開発事業団及び合併
特例区(以下この項において「都道府県等」という。)以外の者が同法第 23 条
第 1 項の規定によつて使用する埋立地等にあつては、当該埋立地等を使用す
る者をもつて当該埋立地等に係る第 1 項の所有者とみなし、都道府県等が同
条第 1 項の規定によつて使用し、又は国が埋立て若しくは干拓によつて造成
する埋立地等にあつては、都道府県等又は国が当該埋立地等を都道府県等又
は国以外の者に使用させている場合に限り、当該埋立地等を使用する者(土地
改良法第 87 条の 2第 1項の規定により国又は都道府県が行う同項第 1号の事
業により造成された埋立地等を使用する者で令第 49 条の 2に規定するものを
除く。)をもつて当該埋立地等に係る第 1 項の所有者とみなす。 

6 公有水面埋立法(大正 10 年法律第 57 号)第 23 条第 1 項の規定によつて使用
する埋立地若しくは干拓地(以下この項において「埋立地等」という。)又は
国が埋立て若しくは干拓によつて造成する埋立地等(同法第 42 条第 2 項の規
定による竣工通知前の埋立地等に限る。以下この項において同じ。)で工作物
を設置し、その他土地を使用する場合と同様の状態で使用されているもの(埋
立て又は干拓に関する工事に関して使用されているものを除く。)について
は、これらの埋立地等をもつて土地とみなし、これらの埋立地等のうち、都
道府県、市町村、特別区、これらの組合、財産区及び合併特例区(以下この項
において「都道府県等」という。)以外の者が同法第 23 条第 1 項の規定によ
つて使用する埋立地等にあつては、当該埋立地等を使用する者をもつて当該
埋立地等に係る第 1 項の所有者とみなし、都道府県等が同条第 1 項の規定に
よつて使用し、又は国が埋立て若しくは干拓によつて造成する埋立地等にあ
つては、都道府県等又は国が当該埋立地等を都道府県等又は国以外の者に使
用させている場合に限り、当該埋立地等を使用する者(土地改良法第 87 条の 2
第 1 項の規定により国又は都道府県が行う同項第 1 号の事業により造成され
た埋立地等を使用する者で令第 49 条の 2 に規定するものを除く。)をもつて
当該埋立地等に係る第 1項の所有者とみなす。 

7 省略  7 省略  

以下省略 以下省略 

 

三田市公益目的通報者保護条例新旧対照表 

現行 改正案 

第 1条 省略 第 1条 省略 

(定義) (定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。 

(1) 職員 地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 3 条第 2 項に規定する
一般職に属する本市(以下「市」という。)の職員並びに同条第 3 項に規定
する特別職に属する市の職員のうち市長及び副市長、同項第 1 号の 3 並び

(1) 職員 地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 3 条第 2 項に規定する
一般職に属する本市(以下「市」という。)の職員並びに同条第 3 項に規定
する特別職に属する市の職員のうち市長及び副市長、同項第 1 号の 2 並び



に同項第 3号に規定する者をいう。 に同項第 3号に規定する者をいう。 

(2)～(5) 省略 (2)～(5) 省略 

以下省略 以下省略 

 


